
福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.5 汚染水処理設備等 

2.5.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.5.1.5 主要な機器 

2.5.1.5.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ

等） 

 

（中略） 

 

(1)滞留水移送装置 

 滞留水移送装置は，タービン建屋等にある滞留水を汚染水処理設備のあるプロセス主建

屋，高温焼却炉建屋へ移送することを目的に，移送ポンプ，移送ライン等で構成する。 

 移送ポンプは，1号機タービン建屋に 6台，1号機原子炉建屋に 2台，1号機廃棄物処理

建屋に 2台，2号機タービン建屋に 6台，2号機原子炉建屋に 2台，2号機廃棄物処理建屋

に 6台，3号機のタービン建屋に 9台，3号機原子炉建屋に 4台，3号機廃棄物処理建屋に

6 台，4 号機タービン建屋に 7 台，4 号機原子炉建屋に 6 台，4 号機廃棄物処理建屋に 6 台

設置し，原子炉への注水，雨水の浸入，地下水の浸透等により 1 号～4 号機のタービン建

屋等に発生する滞留水に対して十分対処可能な設備容量を確保する。 

 

 

 滞留水の移送は，移送元のタービン建屋等の水位や移送先となるプロセス主建屋，高温

焼却炉建屋の水位の状況に応じて，ポンプの起動台数，移送元，移送先を適宜選定して実

施する。 

 移送ラインは，設備故障及び損傷を考慮し複数の移送ラインを準備する。また，使用環

境を考慮した材料を選定し，必要に応じて遮へい，保温材等を設置するとともに,屋外敷設

箇所は移送ラインの線量当量率等を監視し漏えいの有無を確認する。 

 

（中略） 

 

 

2.5 汚染水処理設備等 

2.5.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.5.1.5 主要な機器 

2.5.1.5.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ

等） 

 

（中略） 

 

(1)滞留水移送装置 

 滞留水移送装置は，タービン建屋等にある滞留水を汚染水処理設備のあるプロセス主建

屋（滞留水一時貯留設備含む），高温焼却炉建屋へ移送すること，または，プロセス主建屋，

高温焼却炉建屋にある滞留水を滞留水一時貯留設備へ移送することを目的に，移送ポンプ，

移送ライン等で構成する。 

 移送ポンプは，1号機タービン建屋に 6台，1号機原子炉建屋に 2台，1号機廃棄物処理

建屋に 2台，2号機タービン建屋に 6台，2 号機原子炉建屋に 2台，2号機廃棄物処理建屋

に 6台，3号機のタービン建屋に 9台，3号機原子炉建屋に 4台，3号機廃棄物処理建屋に

6台，4号機タービン建屋に 7台，4号機原子炉建屋に 6台，4号機廃棄物処理建屋に 6台，

プロセス主建屋に 10 台，高温焼却炉建屋に 2台設置し，原子炉への注水，雨水の浸入，地

下水の浸透等により 1 号～4 号機のタービン建屋等に発生する滞留水に対して十分対処可

能な設備容量を確保する。 

 

 

 滞留水の移送は，移送元のタービン建屋等の水位や移送先となるプロセス主建屋，高温

焼却炉建屋の水位，滞留水一時貯留設備の運転の状況に応じて，ポンプの起動台数，移送

元，移送先を適宜選定して実施する。 

 移送ラインは，設備故障及び損傷を考慮し複数の移送ラインを準備する。また，使用環

境を考慮した材料を選定し，必要に応じて遮へい，保温材等を設置するとともに,屋外敷設

箇所は移送ラインの線量当量率等を監視し漏えいの有無を確認する。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.5.2 基本仕様 

2.5.2.1 主要仕様 

2.5.2.1.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ

等） 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

2.5.2 基本仕様 

2.5.2.1 主要仕様 

2.5.2.1.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ

等） 

 

（中略） 

 

(82) プロセス主建屋北エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

(83) プロセス主建屋北東エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

(84) プロセス主建屋北西エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

(85) プロセス主建屋南エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

(86) プロセス主建屋西エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

(87) 高温焼却炉建屋北西エリアサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        13m3/h（1 台あたり） 

揚  程        54ｍ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う記載の追加 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（４／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（５／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（６／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（７／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（８／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（９／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１０／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１１／３１） 

 

（中略） 

 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（４／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（５／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（６／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（７／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（８／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（９／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１０／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１１／３４） 

 

（中略） 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１２／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１３／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１４／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１５／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１６／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１７／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１８／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１９／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２０／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２１／３１） 

 

（中略） 
 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２２／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１２／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１３／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１４／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１５／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１６／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１７／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１８／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１９／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２０／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２１／３４） 

 

（中略） 
 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２２／３４） 

 

（中略） 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２３／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２４／３１） 

 

（中略） 
 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２５／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２６／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２７／３１） 

 

（中略） 
 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２８／３１） 

 

（中略） 
 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２９／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３０／３１） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３１／３１） 

 

（中略） 

 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２３／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２４／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２５／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２６／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２７／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２８／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２９／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３０／３４） 

 

（中略） 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３１／３４） 

 

（中略） 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３２／３４） 

名称 仕様 

プロセス主建屋北エリアサンプか

ら集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

プロセス主建屋北東エリアサンプ

から集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う記載の追加 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３３／３４） 

名称 仕様 

プロセス主建屋北西エリアサンプ

から集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

プロセス主建屋南エリアサンプか

ら集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う記載の追加 

 

7



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

8 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３４／３４） 

名称 仕様 

プロセス主建屋西エリアサンプか

ら集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

高温焼却炉建屋北西エリアサンプ

から集合ヘッダ入口まで 

（耐圧ホース） 

 

（鋼管） 

 

 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当 

合成ゴム 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A/Sch.80 

STPT410 

0.96MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

集合ヘッダ入口から滞留水一時貯

留設備入口ヘッダスキッド入口ま

で 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 

ポリエチレン 

0.96MPa 

40℃ 

 

（中略） 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う記載の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.5.3 添付資料 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

2.5.3 添付資料 

 

（中略） 

 

添付資料－２９ プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の滞留水移送装置について 

 

 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う設計内容を

記載する添付資料の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

10 

変 更 前 変 更 後 
変 更 理 

由 

 

添付資料－１ 

（中略） 

処理装置
－セシウム吸着装置
－第二セシウム吸着装置
－第三セシウム吸着装置

原子炉建屋

淡水化装置
－逆浸透膜装置(RO)

油分分離装置

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

Ｐ

ＰＰ

－廃スラッジ貯蔵施設
－使用済セシウム吸着塔
保管施設

滞留水移送

油分分離装置

Ｐ

油分分離装置

ＰＰ

貯留設備
（処理水貯蔵タンク）

淡水 濃縮

塩水

濃縮

廃液

Ｐ

淡水化装置
－蒸発濃縮装置

Ｐ

処理装置
－除染装置

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

ＰＰ Ｐ

廃棄物処理建屋

滞留水一時貯留
設備

 
 

 

(a) 系統概要 

図－１ 汚染水処理設備等の全体概要図（１／２） 

 
（中略） 

 

 
 

(a) 移送装置全体系統図 

図－２ 滞留水移送装置の系統構成図（１／３） 

 

 

添付資料－１ 

（中略） 

処理装置
－セシウム吸着装置
－第二セシウム吸着装置
－第三セシウム吸着装置

原子炉建屋

淡水化装置
－逆浸透膜装置(RO)

油分分離装置

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

Ｐ

ＰＰ

－廃スラッジ貯蔵施設
－使用済セシウム吸着塔
保管施設

滞留水移送

油分分離装置

Ｐ

油分分離装置

ＰＰ

貯留設備
（処理水貯蔵タンク）

淡水 濃縮

塩水

濃縮

廃液

Ｐ

淡水化装置
－蒸発濃縮装置

Ｐ

処理装置
－除染装置

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

ＰＰ Ｐ

廃棄物処理建屋

滞留水一時貯留
設備

ＰＰ

 
 
 

(a) 系統概要 

図－１ 汚染水処理設備等の全体概要図（１／２） 

 

（中略） 

 

 
 

(a) 移送装置全体系統図 

図－２ 滞留水移送装置の系統構成図（１／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主

建屋・高温焼

却炉建屋滞

留水移送装

置の設置に

伴う図の変

更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

11 

変 更 前 変 更 後 
変 更 理 

由 

 

 
 

(a) 移送装置全体系統図 

図－２ 滞留水移送装置の系統構成図（２／３） 

 

（中略） 

 

 

 

 
 

(a) 移送装置全体系統図 

図－２ 滞留水移送装置の系統構成図（２／３） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

プロセス主

建屋・高温焼

却炉建屋滞

留水移送装

置の設置に

伴う図の変

更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

12 

変 更 前 変 更 後 
変 更 理 

由 

 

 

油分分離装置

Ｐ プロセス主建屋
滞留水移送ポンプ

高濃度滞留水受タンク
移送ポンプ

Ｐ

Ｐ

油分分離装置
処理水タンク

油分分離装置
処理水移送ポンプ

造粒固化体
貯槽（D）

除染装置

廃スラッジ一時保管施設へ

※１

プロセス主建屋

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋より

※１

滞留水一時
貯留容器

Ｐ

滞留水供給
ポンプ

第三セシウム
吸着装置

サイトバンカ建屋

Ｐ

第三ｾｼｳﾑ吸着装置
ﾌﾞｰｽﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ

①焼却工作建屋へ

SPT(B)へ

※２

※２

※３

※３ ③高温焼却炉建屋へ

②焼却工作建屋へ

 
 

図－３ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，除染装置）の系

統構成図（１／２） 

 

 

 

Ｐ

セシウム
吸着装置

セシウム吸着処理水タンク

焼却工作建屋

第二セシウム
吸着装置

高温焼却炉建屋

ｾｼｳﾑ吸着処理水
移送ﾎﾟﾝﾌﾟ

高温焼却炉建屋
滞留水移送ﾎﾟﾝﾌﾟ

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋より

Ｐ

ｾｼｳﾑ吸着装置
ﾌﾞｰｽﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ

Ｐ

SPT(B)

第三セシウム
吸着装置より

SPT(A)

①サイトバンカ建屋より ②サイトバンカ建屋より

③サイトバンカ建屋より

 
 

図－３ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，除染装置）の系

統構成図（２／２） 

 

（中略） 

 

 
 
図－３ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，除染装置）の系統

構成図（１／２） 

 

 

 
 
図－３ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，除染装置）の系統

構成図（２／２） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主

建屋・高温焼

却炉建屋滞

留水移送装

置の設置に

伴う図の変

更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

13 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１６ 

 

セシウム吸着装置により高温焼却炉建屋の滞留水を浄化するために使用する配管について 

 

（中略） 

 

２．基本設計 

２．１ 設置の目的 

 

（中略） 

 

油分分離装置

Ｐ プロセス主建屋
滞留水移送ポンプ

高濃度滞留水受タンク
移送ポンプ

Ｐ

Ｐ

油分分離装置
処理水タンク

油分分離装置
処理水移送ポンプ

造粒固化体
貯槽（D）

除染装置

廃スラッジ一時保管施設へ

※１

プロセス主建屋

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋より

※１

滞留水一時
貯留容器

Ｐ

滞留水供給
ポンプ

第三セシウム
吸着装置

サイトバンカ建屋

Ｐ

第三ｾｼｳﾑ吸着装置
ﾌﾞｰｽﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ

①焼却工作建屋へ

SPT(B)へ

※２

※２

※３

※３ ③高温焼却炉建屋へ

②焼却工作建屋へ

 
 

 
図－１ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，

除染装置）の系統構成図に対する移送配管の設置範囲 

 

（中略） 

添付資料－１６ 

 

セシウム吸着装置により高温焼却炉建屋の滞留水を浄化するために使用する配管について 

 

（中略） 

 

２．基本設計 

２．１ 設置の目的 

 

（中略） 

 

 
 

 
図－１ 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，

除染装置）の系統構成図に対する移送配管の設置範囲 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う図の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

14 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２０ 

 

プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の地下階を介さずに滞留水を処理装置へ移送する設備に

ついて 

 

（中略） 

 

別紙－２ 

 

直送設備の範囲 

 

（中略） 

 

 
 

図－１ 直送設備の範囲図（移送装置全体系統図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－２０ 

 

プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の地下階を介さずに滞留水を処理装置へ移送する設備に

ついて 

 

（中略） 

 

別紙－２ 

 

直送設備の範囲 

 

（中略） 

 

 
 

図－１ 直送設備の範囲図（移送装置全体系統図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う図の変更およ

び図の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 

15 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 
 

 
 

図－２ 直送設備の範囲図（処理装置の系統構成図） 
 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 
 

 
 

図－２ 直送設備の範囲図（処理装置の系統構成図） 
 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う図の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２８ 

 

滞留水一時貯留設備について 

 

（中略） 

 

別紙（３） 

滞留水一時貯留設備の構造強度に関する説明書 

 

（中略） 

 

2．強度評価 

 

（中略） 

 

2.2 主配管 

強度評価箇所を図－２に示す。 

配管概略図

（６／７）より

配管概略図

（２／７）へ

AO

②

①

①

① PE

PE
①

配管概略図

（６／７）より

AO

②

①

①

①
PE

PE

記号凡例

PE：ポリエチレン管

AO：AO弁

図中の番号は，2.2.2の番号に対応する。
①

配管概略図

（２／７）へ

 
図－２ 配管概略図（１／７） 

 

（中略） 

添付資料－２８ 

 

滞留水一時貯留設備について 

 

（中略） 

 

別紙（３） 

滞留水一時貯留設備の構造強度に関する説明書 

 

（中略） 

 

2．強度評価 

 

（中略） 

 

2.2 主配管 

強度評価箇所を図－２に示す。 

配管概略図

（６／７）より

配管概略図

（２／７）へ

AO

②

①

①

① PE

PE
①

配管概略図

（６／７）より

AO

②

①

①

①
PE

PE

記号凡例

PE：ポリエチレン管

AO：AO弁

図中の番号は，2.2.2の番号に対応する。
①

配管概略図

（２／７）へ

プロセス主建屋，高温焼却炉建屋

滞留水移送装置

配管概略図（２／３）より

プロセス主建屋，高温焼却炉建屋

滞留水移送装置

配管概略図（２／３）より

 
図－２ 配管概略図（１／７） 

 

（中略） 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う図の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.5 汚染水処理設備等） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

（以上） 

添付資料－２９ 

 

プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の滞留水移送装置について 

 

（新規記載） 

 

（以上） 

 

 

プロセス主建屋，高温焼却

炉建屋の滞留水移送装置

の設置に伴う新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

（中略） 

 

2.2.2.2 各施設における線量評価 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

（中略） 

 

2.2.2.2 各施設における線量評価 

 

（中略） 

 

2.2.2.2.22 プロセス主建屋・高温焼却炉建屋滞留水移送装置 

 プロセス主建屋・高温焼却炉建屋滞留水移送装置については，滞留水の分析結果を基に

核種は Cs-134 ，Cs-137 及び Sr-90，下記の放射能濃度が内包しているとし，制動エック

ス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減衰計算コード ORIGEN により求め，3次元モ

ンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界評価点における直接線・スカイシャイン線の寄

与を評価した。 

 

放 射 能 濃 度 ：  Cs-134：6.6E+06 Bq/L 

Cs-137：1.3E+08 Bq/L 

Sr-90：3.0E+07 Bq/L 

評価地点までの距離 ： 約 1300m 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 9m 

評 価 結 果 ： 0.0001mSv/年未満  

※影響が小さいため線量評価上無視する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2.2.3 敷地境界における線量評価結果 

 

（中略） 

 

大型機器除染設備 

分析・研究施設第１棟 

雑固体廃棄物焼却設備 

キャスク仮保管設備 

伐採木一時保管エリア 

瓦礫類一時保管エリア 

Ｏ 

Ｇ 

Ｈ 

気体最大評価地点＊ 

吸着塔 

タンク類 

タンク類 

タンク類 

最大実効線量評価地点 

（標高T.P.約32m） 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

ｄ 

Ｗ

Ｘ 

高性能多核種 
除去設備 

吸着塔 

Ｖ 
Ｕ 

Ｎ 

Ｊ 

固体廃棄物貯蔵庫 

Ｍ 

Ｆ 

ＡＡ 

Ｂ 
Ｌ 

Ａ１ 
Ａ２ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｅ１ 
Ｅ２ 

増設雑固体廃棄物焼却設備 

Ｔ 

油処理装置 

油処理装置 

吸着塔 

減容処理設備 

ｅ 

大型機器除染設備 

ｍ 

ＢＢ 

ＣＣ 

ｋ 

ｌ 

ＤＤ 

ＥＥ２ 
ＥＥ１ 

 

固体廃棄物貯蔵庫 分析・研究施設第２棟 

滞留水一時貯留設備 

滞留水一時貯留設備 

 
図２．２．２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

 
 
 
 

 

 

 

2.2.2.3 敷地境界における線量評価結果 

 

（中略） 

 

大型機器除染設備 

分析・研究施設第１棟 

雑固体廃棄物焼却設備 

キャスク仮保管設備 

伐採木一時保管エリア 

瓦礫類一時保管エリア 

Ｏ 

Ｇ 

Ｈ 

気体最大評価地点＊ 

吸着塔 

タンク類 

タンク類 

タンク類 

最大実効線量評価地点 

（標高T.P.約32m） 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

ｄ 

Ｗ

Ｘ 

高性能多核種 
除去設備 

吸着塔 

Ｖ Ｕ 

Ｎ 

Ｊ 

固体廃棄物貯蔵庫 

Ｍ 
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ＡＡ 

Ｂ 
Ｌ 
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Ｃ 

Ｄ 

Ｐ２ 
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Ｔ 

油処理装置 

油処理装置 

吸着塔 

減容処理設備 

ｅ 

大型機器除染設備 

ｍ 

ＢＢ 

ＣＣ 

ｋ 

ｌ 

ＤＤ 

ＥＥ２ 
ＥＥ１ 

 

固体廃棄物貯蔵庫 分析・研究施設第２棟 

滞留水一時貯留設備 

滞留水一時貯留設備 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置 

プロセス主建屋・高温焼却炉

建屋滞留水移送装置 

 
図２．２．２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 

 

＊：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて 
少ないと考えられるため，1～4号機原子炉建屋からの放出量により評価 

＊：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて 
少ないと考えられるため，1～4号機原子炉建屋からの放出量により評価 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第３編 2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2.4 添付資料 

（中略） 

 
添付資料－４ 

敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果  

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン

線
「単位：mSv/年」

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン線

「単位：mSv/年」

No.1 T.P.約4 0.06 No.51 T.P.約32 0.02
No.2 T.P.約18 0.11 No.52 T.P.約39 0.03
No.3 T.P.約18 0.10 No.53 T.P.約39 0.16
No.4 T.P.約19 0.18 No.54 T.P.約39 0.17
No.5 T.P.約16 0.29 No.55 T.P.約39 0.04
No.6 T.P.約16 0.29 No.56 T.P.約33 0.01
No.7 T.P.約21 0.51 No.57 T.P.約39 0.02
No.8 T.P.約16 0.30 No.58 T.P.約39 0.04
No.9 T.P.約14 0.16 No.59 T.P.約39 0.09
No.10 T.P.約15 0.08 No.60 T.P.約41 0.05
No.11 T.P.約17 0.17 No.61 T.P.約42 0.03
No.12 T.P.約17 0.13 No.62 T.P.約38 0.02
No.13 T.P.約16 0.13 No.63 T.P.約44 0.04
No.14 T.P.約18 0.13 No.64 T.P.約44 0.07
No.15 T.P.約21 0.11 No.65 T.P.約41 0.14
No.16 T.P.約26 0.10 No.66 T.P.約40 0.54
No.17 T.P.約34 0.15 No.67 T.P.約39 0.31
No.18 T.P.約37 0.09 No.68 T.P.約37 0.42
No.19 T.P.約33 0.03 No.69 T.P.約36 0.26
No.20 T.P.約37 0.04 No.70 T.P.約35 0.55
No.21 T.P.約38 0.03 No.71 T.P.約32 0.55
No.22 T.P.約34 0.02 No.72 T.P.約29 0.48
No.23 T.P.約35 0.02 No.73 T.P.約29 0.23
No.24 T.P.約38 0.03 No.74 T.P.約35 0.10
No.25 T.P.約39 0.03 No.75 T.P.約31 0.08
No.26 T.P.約32 0.02 No.76 T.P.約31 0.12
No.27 T.P.約31 0.02 No.77 T.P.約15 0.39
No.28 T.P.約39 0.04 No.78 T.P.約19 0.46
No.29 T.P.約39 0.12 No.79 T.P.約19 0.28
No.30 T.P.約39 0.13 No.80 T.P.約19 0.11
No.31 T.P.約39 0.04 No.81 T.P.約35 0.23
No.32 T.P.約31 0.01 No.82 T.P.約38 0.34
No.33 T.P.約33 0.01 No.83 T.P.約40 0.21
No.34 T.P.約38 0.02 No.84 T.P.約41 0.10
No.35 T.P.約38 0.02 No.85 T.P.約37 0.05
No.36 T.P.約39 0.06 No.86 T.P.約33 0.06
No.37 T.P.約39 0.13 No.87 T.P.約26 0.08
No.38 T.P.約39 0.13 No.88 T.P.約22 0.16
No.39 T.P.約39 0.04 No.89 T.P.約20 0.34
No.40 T.P.約32 0.01 No.90 T.P.約20 0.47
No.41 T.P.約31 0.01 No.91 T.P.約20 0.31
No.42 T.P.約39 0.04 No.92 T.P.約21 0.47
No.43 T.P.約39 0.12 No.93 T.P.約20 0.49
No.44 T.P.約39 0.11 No.94 T.P.約28 0.37
No.45 T.P.約39 0.04 No.95 T.P.約21 0.25
No.46 T.P.約30 0.01 No.96 T.P.約19 0.14
No.47 T.P.約32 0.01 No.97 T.P.約15 0.06
No.48 T.P.約39 0.03 No.98 T.P.約23 0.08
No.49 T.P.約39 0.03 No.99 T.P.約25 0.03
No.50 T.P.約35 0.02 No.100 T.P.約-1 0.02  

 

（以下、省略） 

 

2.2.2.4 添付資料 

（中略） 

 
添付資料－４ 

敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果  

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン線

「単位：mSv/年」

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン線

「単位：mSv/年」

No.1 T.P.約4 0.06 No.51 T.P.約32 0.02
No.2 T.P.約18 0.11 No.52 T.P.約39 0.03
No.3 T.P.約18 0.10 No.53 T.P.約39 0.16
No.4 T.P.約19 0.18 No.54 T.P.約39 0.17
No.5 T.P.約16 0.29 No.55 T.P.約39 0.04
No.6 T.P.約16 0.29 No.56 T.P.約33 0.01
No.7 T.P.約21 0.51 No.57 T.P.約39 0.02
No.8 T.P.約16 0.30 No.58 T.P.約39 0.04
No.9 T.P.約14 0.16 No.59 T.P.約39 0.09
No.10 T.P.約15 0.09 No.60 T.P.約41 0.05
No.11 T.P.約17 0.17 No.61 T.P.約42 0.03
No.12 T.P.約17 0.13 No.62 T.P.約38 0.02
No.13 T.P.約16 0.13 No.63 T.P.約44 0.04
No.14 T.P.約18 0.13 No.64 T.P.約44 0.07
No.15 T.P.約21 0.11 No.65 T.P.約41 0.14
No.16 T.P.約26 0.10 No.66 T.P.約40 0.54
No.17 T.P.約34 0.15 No.67 T.P.約39 0.31
No.18 T.P.約37 0.09 No.68 T.P.約37 0.42
No.19 T.P.約33 0.03 No.69 T.P.約36 0.26
No.20 T.P.約37 0.04 No.70 T.P.約35 0.55
No.21 T.P.約38 0.03 No.71 T.P.約32 0.55
No.22 T.P.約34 0.02 No.72 T.P.約29 0.48
No.23 T.P.約35 0.02 No.73 T.P.約29 0.23
No.24 T.P.約38 0.03 No.74 T.P.約35 0.10
No.25 T.P.約39 0.03 No.75 T.P.約31 0.08
No.26 T.P.約32 0.02 No.76 T.P.約31 0.12
No.27 T.P.約31 0.02 No.77 T.P.約15 0.39
No.28 T.P.約39 0.04 No.78 T.P.約19 0.46
No.29 T.P.約39 0.12 No.79 T.P.約19 0.28
No.30 T.P.約39 0.13 No.80 T.P.約19 0.11
No.31 T.P.約39 0.04 No.81 T.P.約35 0.23
No.32 T.P.約31 0.01 No.82 T.P.約38 0.34
No.33 T.P.約33 0.01 No.83 T.P.約40 0.21
No.34 T.P.約38 0.02 No.84 T.P.約41 0.10
No.35 T.P.約38 0.02 No.85 T.P.約37 0.05
No.36 T.P.約39 0.06 No.86 T.P.約33 0.06
No.37 T.P.約39 0.13 No.87 T.P.約26 0.08
No.38 T.P.約39 0.13 No.88 T.P.約22 0.16
No.39 T.P.約39 0.04 No.89 T.P.約20 0.34
No.40 T.P.約32 0.01 No.90 T.P.約20 0.47
No.41 T.P.約31 0.01 No.91 T.P.約20 0.31
No.42 T.P.約39 0.04 No.92 T.P.約21 0.47
No.43 T.P.約39 0.12 No.93 T.P.約20 0.49
No.44 T.P.約39 0.11 No.94 T.P.約28 0.37
No.45 T.P.約39 0.04 No.95 T.P.約21 0.25
No.46 T.P.約30 0.01 No.96 T.P.約19 0.14
No.47 T.P.約32 0.01 No.97 T.P.約15 0.06
No.48 T.P.約39 0.03 No.98 T.P.約23 0.08
No.49 T.P.約39 0.03 No.99 T.P.約25 0.03
No.50 T.P.約35 0.02 No.100 T.P.約-1 0.02  

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う評価結果の変

更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別冊５ 

 

汚染水処理設備等に係る補足説明 

 

Ⅰ 汚染水処理設備等の構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

1. 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 
 
（中略） 

 

別冊５ 

 

汚染水処理設備等に係る補足説明 

 

Ⅰ 汚染水処理設備等の構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

1. 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

 

（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

2 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 
1.2. 評価結果 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 
 

1.2. 評価結果 
 

（中略） 

 
1.2.22. プロセス主建屋・高温焼却炉建屋滞留水移送装置 スキッド類 

同構造であるスキッド類は以下の通りに分類される。（計算に用いる諸元も同様） 

ⅰ）プロセス主建屋南エリアサンプ スキッド①， 

プロセス主建屋北西エリアサンプ スキッド①， 

プロセス主建屋北東エリアサンプ スキッド① 

ⅱ）プロセス主建屋北エリアサンプ スキッド①， 

プロセス主建屋西エリアサンプ スキッド①， 

高温焼却炉建屋北西エリアサンプ スキッド① 

ⅲ）プロセス主建屋南エリアサンプ スキッド②， 

  高温焼却炉建屋北西エリアサンプ スキッド② 

ⅳ）プロセス主建屋北エリアサンプ スキッド②， 

プロセス主建屋北東エリアサンプ スキッド②， 

プロセス主建屋北西エリアサンプ スキッド②， 

ⅴ）プロセス主建屋西エリアサンプ スキッド② 

 

a. 取付ボルトの強度評価 

評価の結果，取付ボルトの強度が確保されることを確認した（表－３４－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 

 

 

 

 

 

m ：機器重量 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:     [kg]) 

g ：重力加速度(9.80665[m/s2]) 

hg ：据付面からの重心までの距離 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:     [mm]) 

Lg1 ：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:     [mm]) 

L  ：基礎ボルト間の水平方向距離 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:     [mm]) 

nf ：引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:    ) 

n  ：せん断力の作用する基礎ボルトの評価本数 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:    ) 

Ab ：基礎ボルトの軸断面積 

(ⅰ:    ，ⅱ:    ，ⅲ:    ，ⅳ:    ，ⅴ:     [mm2]) 

CH ：水平方向設計震度 

(プロセス主建屋:0.57，高温焼却炉建屋:0.61 ) 

Cv ：鉛直方向設計震度 

(プロセス主建屋:0.44，高温焼却炉建屋:0.47) 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

3 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし）  

基礎ボルトに作用する引張力：Fb =  

 

 

 

基礎ボルトの引張応力：σbi = 

 

 

 

σbi = ⅰ:2，ⅱ:4(プロセス主建屋)，4(高温焼却炉建屋) 

ⅲ:8(プロセス主建屋)，9(高温焼却炉建屋)，ⅳ:8，ⅴ:9 [MPa] 

 

 

基礎ボルトのせん断応力：τbi =   

 

 

τbi = ⅰ:1，ⅱ: 2(プロセス主建屋)，2(高温焼却炉建屋)， 

ⅲ: 3(プロセス主建屋)，4(高温焼却炉建屋)，ⅳ:2，ⅴ:3 [MPa] 

 

ボルトの許容引張応力： 

ftsi = 1.4・fto –  1.6・τb かつ，≦ fto = Fi/2・1.5 

F1 = 235[MPa]（SS400，設計温度 40℃より） 

fts =  ⅰ:244，ⅱ:244，ⅲ:243，ⅳ:243，ⅴ:242 [MPa] 

fto = 235/2・1.5 = 176[MPa] 

以上より，fts1 =176[MPa] 

ボルトの許容せん断応力： 

fsbi = Fi/√3 

fsb1 = 135[MPa] 

 

 

表－３４－１ スキッド類の耐震性評価結果 

名称 部材 材料 
水平

震度 

鉛直

震度 
応力 算出応力 許容応力 

プロセス主建屋 

南エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 2 fts1= 176 

せん断 τb1= 1 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

南エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 8 fts1= 176 

せん断 τb1= 3 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

西エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 4 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 
 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 

 

 

 

 

 

 

Ｃ
Ｈ

∙ｍ ∙ｇ ∙ｈ
ｇ
－（１－Ｃ ）ｍ ∙ｇ ∙Ｌ

ｇ１

Ｌ
 

Ｆ
ｂ

ｎ
ｆ

∙Ａ
ｂ

 

Ｃ
Ｈ

∙ｍ ∙ｇ
ｎ ∙Ａ

ｂ
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

4 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし）  

名称 部材 材料 
水平

震度 

鉛直

震度 
応力 算出応力 許容応力 

プロセス主建屋 

西エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 9 fts1= 176 

せん断 τb1= 3 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 4 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 8 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北東エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 2 fts1= 176 

せん断 τb1= 1 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北東エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 8 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北西エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 2 fts1= 176 

せん断 τb1= 1 fsb1= 135 

プロセス主建屋 

北西エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.57 0.44 

引張 σb1= 8 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 

高温焼却炉建屋 

北西エリアサンプ 

スキッド① 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.61 0.47 

引張 σb1= 4 fts1= 176 

せん断 τb1= 2 fsb1= 135 

高温焼却炉建屋 

北西エリアサンプ 

スキッド② 

スキッド 

取付ボルト 
SS400 0.61 0.47 

引張 σb1= 9 fts1= 176 

せん断 τb1= 4 fsb1= 135 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 

 

 

 

 

 

 

24



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

5 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 1.2.23. プロセス主建屋・高温焼却炉建屋滞留水移送装置 配管 

(1)構造強度評価 

a. 配管（鋼製） 

設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価に用いた数値を表－３５－１に示す。評価の

結果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表－３５－２）。 

 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい方の値とする。 

① 計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 

 

 

 

 

表－３５－１ 配管（鋼製）の強度評価の数値根拠 

評価 
機器 

口径 Sch 材料 
温度 
[℃] 

Ｐ 
[MPa] 

Do 
[mm] 

S 
[MPa] 

η 
ｔ1 
[mm] 

配管① 50A 80 STPT410 40 0.96 60.5 103.0 1.00 0.29 

 

② 規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じて，JSME 規格 表 PPD-3411-1 より求めた管の厚さとする。 

 

 

表－３５－２ 配管（鋼製）の評価結果 

評価 
機器 

口径 Sch 材料 
最高使用 

圧力[MPa] 

最高使用 

温度[℃] 

必要厚さ 

[mm] 

最小厚さ 

[mm] 

配管① 50A 80 STPT410 0.96 40 2.4 4.81 

 

 

 

プロセス主建屋・高温焼却

炉建屋滞留水移送装置の

設置に伴う記載の追加 

 

 

 

 

 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

Ｐ ：最高使用圧力 (MPa) 

Ｄ0 ：管の外径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

 

（中略） 

 

2.2.評価結果 

2.2.1.使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより

転倒評価を行った。評価に使用した数値を表－３４－１に示す。評価の結果，地震による転倒モー

メントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３

４－２）。 

 

（中略） 

 

表－３４－１ 使用済セシウム吸着塔仮保管施設の転倒評価数値根拠 

 

（中略） 

 

b. 滑動評価 

地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施し

た。評価の結果,地震時の水平荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小さいことから,滑動しな

いことを確認した（表－３４－２）。 

 

（中略） 

 

表－３４－２ 使用済セシウム吸着塔仮保管施設耐震評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.2.使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a．使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）の連結ボルト強度評価について 

ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造としている。連結ボルトのう

ち，最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価した結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下

となることを確認した。なお，本施設は Bクラス相当の設備と位置づけられるが，参考評価として，

水平震度を 0.60 まで拡張して健全性が維持されることを確認した（表－３５－１）。 

 

b．吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC をボックスカルバ

ート内に収納する際に通過させることから，耐震評価（Bクラス相当）を実施した。評価の結果，吊

上げシャフト架台のアンカーボルトのうち，最も負荷条件が厳しいボルトについても許容値を下回る

ことを確認した（表－３５－２）。 

 

2.使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

 

（中略） 

 

2.2.評価結果 

2.2.1.使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより

転倒評価を行った。評価に使用した数値を表－３６－１に示す。評価の結果，地震による転倒モー

メントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３

６－２）。 

 

（中略） 

 

表－３６－１ 使用済セシウム吸着塔仮保管施設の転倒評価数値根拠 

 

（中略） 

 

b. 滑動評価 

地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施し

た。評価の結果,地震時の水平荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小さいことから,滑動しな

いことを確認した（表－３６－２）。 

 

（中略） 

 

表－３６－２ 使用済セシウム吸着塔仮保管施設耐震評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.2.使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a．使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）の連結ボルト強度評価について 

ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造としている。連結ボルトのう

ち，最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価した結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下

となることを確認した。なお，本施設は Bクラス相当の設備と位置づけられるが，参考評価として，

水平震度を 0.60 まで拡張して健全性が維持されることを確認した（表－３７－１）。 

 

b．吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC をボックスカルバ

ート内に収納する際に通過させることから，耐震評価（Bクラス相当）を実施した。評価の結果，吊

上げシャフト架台のアンカーボルトのうち，最も負荷条件が厳しいボルトについても許容値を下回る

ことを確認した（表－３７－２）。 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

また，吊上げシャフト内の緩衝器カバーについても，地震による転倒モーメントと自重による安定

モーメントを比較した結果，地震による転倒モーメントは，自重による安定モーメントより小さくな

ることから転倒しないことを確認した。なお，参考評価として水平震度を 0.6 まで拡張した場合にお

いても問題ないことを確認した（表－３５－３）。 

 

c．クレーンの耐震評価 

第三施設クレーンに対し，地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それ

らを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは，自重による

安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した。なお，参考評価として，耐震

Sクラス相当の水平震度（0.6）に対して健全性が確認されることを確認した（表－３５－４）。 

 

表－３５－１ 連結ボルトの強度評価（１／３） 

 

（中略） 

 

表－３５－１ 連結ボルトの強度評価（２／３） 

 

（中略） 

 

表－３５－１ 連結ボルトの強度評価（３／３） 

 

（中略） 

 

表－３５－２ 吊上げシャフト架台アンカーボルトの評価結果 

 

（中略） 

 

表－３５－３ 吊上げシャフト内緩衝器カバーの評価結果 

 

（中略） 

 

表－３５－４ 第三施設クレーンの評価結果 

 

（中略） 

 

d．転倒評価 

 

（中略） 

 

評価に用いた数値を表－３５－５に示す。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安

定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３５－６）。 

 

（中略） 

 

表－３５－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（１／５） 

 

（中略） 

 

表－３５－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（２／５） 

 

 

また，吊上げシャフト内の緩衝器カバーについても，地震による転倒モーメントと自重による安定

モーメントを比較した結果，地震による転倒モーメントは，自重による安定モーメントより小さくな

ることから転倒しないことを確認した。なお，参考評価として水平震度を 0.6 まで拡張した場合にお

いても問題ないことを確認した（表－３７－３）。 

 

c．クレーンの耐震評価 

第三施設クレーンに対し，地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それ

らを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは，自重による

安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した。なお，参考評価として，耐震

Sクラス相当の水平震度（0.6）に対して健全性が確認されることを確認した（表－３７－４）。 

 

表－３７－１ 連結ボルトの強度評価（１／３） 

 

（中略） 

 

表－３７－１ 連結ボルトの強度評価（２／３） 

 

（中略） 

 

表－３７－１ 連結ボルトの強度評価（３／３） 

 

（中略） 

 

表－３７－２ 吊上げシャフト架台アンカーボルトの評価結果 

 

（中略） 

 

表－３７－３ 吊上げシャフト内緩衝器カバーの評価結果 

 

（中略） 

 

表－３７－４ 第三施設クレーンの評価結果 

 

（中略） 

 

d．転倒評価 

 

（中略） 

 

評価に用いた数値を表－３７－５に示す。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安

定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３７－６）。 

 

（中略） 

 

表－３７－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（１／５） 

 

（中略） 

 

表－３７－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（２／５） 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 

表－３５－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（３／５） 

 

（中略） 

 

表－３５－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（４／５） 

 

（中略） 

 

表－３５－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（５／５） 

 

（中略） 

 

e. 滑動評価 

セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔，サブドレン他浄化装置吸着塔，高性能多核

種除去設備検証試験装置吸着塔，モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔，多核種除去

設備高性能容器（第三施設）については，ボックスカルバートとあわせ地震時の水平荷重によるすべ

り力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。評価の結果,地震時の水平荷重

によるすべり力は接地面の摩擦力より小さいことから,滑動しないことを確認した（表－３６）。なお，

水平震度を 0.60 まで拡張した評価では，地震時の水平荷重によるすべり力が設置面の摩擦力より大

きくなり，滑動する結果となったことから，別途すべり量の評価を実施した。 

 

（中略） 

 

第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラム，高性能

多核種除去設備吸着塔，RO 濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄化装置吸着塔については，それ

らを格納する架台が設置床に基礎ボルトで固定されていることから基礎ボルトに作用するせん断荷

重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日本

建築学会：各種合成構造設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説」に基づき

次式を用いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－３５－６）。 

 

  ccSCa

Hbv

H

EFaq

nCmmg
nCmgq

5.075.0 S3

　  

 

q ： 基礎ボルト一本に作用するせん断荷重  

qa ： 基礎ボルト一本当たりの許容せん断荷重  

CH ： 水平方向設計震度 （0.36，0.60） 

m ： 機器重量 （表－３５－５参照） 

g ： 重力加速度 （9.80665 m/s2） 

α ： 機器と床版の摩擦係数 （0.4） 

n ： 機器あたりの基礎ボルト本数※ 

φS3 ：短期荷重に対する低減係数 （0.6） 

SCa ： 基礎ボルトの定着部の断面積※ 

Fc ： コンクリート設計基準強度 （     N/mm2） 

Ec ： コンクリートのヤング率  （     N/mm2） 

 

（中略） 

（中略） 

 

表－３７－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（３／５） 

 

（中略） 

 

表－３７－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（４／５） 

 

（中略） 

 

表－３７－５ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の耐震評価数値根拠（５／５） 

 

（中略） 

 

e. 滑動評価 

セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔，サブドレン他浄化装置吸着塔，高性能多核

種除去設備検証試験装置吸着塔，モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔，多核種除去

設備高性能容器（第三施設）については，ボックスカルバートとあわせ地震時の水平荷重によるすべ

り力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。評価の結果,地震時の水平荷重

によるすべり力は接地面の摩擦力より小さいことから,滑動しないことを確認した（表－３８）。なお，

水平震度を 0.60 まで拡張した評価では，地震時の水平荷重によるすべり力が設置面の摩擦力より大

きくなり，滑動する結果となったことから，別途すべり量の評価を実施した。 

 

（中略） 

 

第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラム，高性能

多核種除去設備吸着塔，RO 濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄化装置吸着塔については，それ

らを格納する架台が設置床に基礎ボルトで固定されていることから基礎ボルトに作用するせん断荷

重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日本

建築学会：各種合成構造設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説」に基づき

次式を用いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－３７－６）。 

 

  ccSCa

Hbv

H

EFaq

nCmmg
nCmgq

5.075.0 S3

　  

 

q ： 基礎ボルト一本に作用するせん断荷重  

qa ： 基礎ボルト一本当たりの許容せん断荷重  

CH ： 水平方向設計震度 （0.36，0.60） 

m ： 機器重量 （表－３７－５参照） 

g ： 重力加速度 （9.80665 m/s2） 

α ： 機器と床版の摩擦係数 （0.4） 

n ： 機器あたりの基礎ボルト本数※ 

φS3 ：短期荷重に対する低減係数 （0.6） 

SCa ： 基礎ボルトの定着部の断面積※ 

Fc ： コンクリート設計基準強度 （     N/mm2） 

Ec ： コンクリートのヤング率  （     N/mm2） 

 

（中略） 

記載の適正化 

 

28



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

9 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

f. すべり量評価 

すべり量は，吸着塔とボックスカルバートについて，地震応答加速度時刻歴をもとに設置床に対

する累積変位量として算出した。評価の結果すべり量がボックスカルバート間の許容値を超えない

ことを確認した（表－３６）。 

 

表－３５－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（１／３） 

 

（中略） 

 

表－３５－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（２／３） 

 

（中略） 

 

表－３５－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（３／３） 

 

（中略） 

 

表－３６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設すべり量評価結果 

 

（中略） 

 

g．第三施設の耐震 Sクラスの評価について 

本施設を構成するボックスカルバートについて，耐震 Sクラスにおいても健全性が維持されることを

確認した。 

 

① 連結ボルトの強度評価 

ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造としている。連結ボルトのうち，

最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価した結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下となる

ことを確認した（表－３７－１）。 

 

② 転倒評価 

４列×９行のボックスカルバート群及びその中に格納可能な HIC９６基※に対して，地震による転倒

モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評

価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しな

いことを確認した（表－３７－２）。 
※遮へい土砂を充填するボックスカルバート４箇所を除いた３２箇所への格納量 

 

③ 吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC をボックスカルバー

ト内に収納する際に通過させることから，参考までに耐震評価を実施した。評価の結果，吊上げシャフ

ト架台・吊上げシャフト内緩衝機カバーのアンカーボルトについて許容値を下回ることを確認した（表

－３７－３）。なお，吊上げシャフト架台アンカーボルトについては，表－３５－２の水平震度(0.6)の

算出時に保守的に鉛直震度を考慮しているので値は変わらない。 

 

④ クレーンの耐震性評価 

第三施設クレーンに対し，参考までに地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出

し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは，自重

による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３７－４）。 

 

表－３７－１ 連結ボルトの強度評価（１／２） 

 

（中略） 

f. すべり量評価 

すべり量は，吸着塔とボックスカルバートについて，地震応答加速度時刻歴をもとに設置床に対

する累積変位量として算出した。評価の結果すべり量がボックスカルバート間の許容値を超えない

ことを確認した（表－３８）。 

 

表－３７－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（１／３） 

 

（中略） 

 

表－３７－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（２／３） 

 

（中略） 

 

表－３７－６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（３／３） 

 

（中略） 

 

表－３８ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設すべり量評価結果 

 

（中略） 

 

g．第三施設の耐震 Sクラスの評価について 

本施設を構成するボックスカルバートについて，耐震 Sクラスにおいても健全性が維持されることを

確認した。 

 

① 連結ボルトの強度評価 

ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造としている。連結ボルトのうち，

最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価した結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下となる

ことを確認した（表－３９－１）。 

 

② 転倒評価 

４列×９行のボックスカルバート群及びその中に格納可能な HIC９６基※に対して，地震による転倒

モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評

価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しな

いことを確認した（表－３９－２）。 
※遮へい土砂を充填するボックスカルバート４箇所を除いた３２箇所への格納量 

 

③ 吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC をボックスカルバー

ト内に収納する際に通過させることから，参考までに耐震評価を実施した。評価の結果，吊上げシャフ

ト架台・吊上げシャフト内緩衝機カバーのアンカーボルトについて許容値を下回ることを確認した（表

－３９－３）。なお，吊上げシャフト架台アンカーボルトについては，表－３７－２の水平震度(0.6)の

算出時に保守的に鉛直震度を考慮しているので値は変わらない。 

 

④ クレーンの耐震性評価 

第三施設クレーンに対し，参考までに地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出

し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは，自重

による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－３９－４）。 

 

表－３９－１ 連結ボルトの強度評価（１／２） 

 

（中略） 

記載の適正化 

29



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊５ 汚染水処理設備等に係る補足説明） 

10 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－３７－１ 連結ボルトの強度評価（２／２） 

 

（中略） 

 

表－３７－２ 転倒評価 

 

（中略） 

 

表－３７－３ 吊上げシャフトの耐震性評価 

 

（中略） 

 

表－３７－４ クレーンの耐震性評価 

 

（中略） 

 

2.2.3. 廃スラッジ一時保管施設 

(1)構造強度評価 

スラッジ貯槽について，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した（表－３８）。 

 

（中略） 

 

表－３８ スラッジ貯槽板厚評価結果 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程に準拠して評価を行った結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認した

（表－３９）。 

 

（中略） 

 

表－３９ スラッジ貯槽の基礎ボルトの強度評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.4. 第二セシウム吸着装置 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設） 

(1)耐震性評価 

同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）の耐震性評価は，機器質量及び据付面からの重心

までの距離が大きい TYPE-B により評価する。 

a. 転倒評価 

 

（中略） 

 

評価に用いた数値を表－４０－１に示す。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による

安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－４０－２）。 

 

（中略） 

 

表－３９－１ 連結ボルトの強度評価（２／２） 

 

（中略） 

 

表－３９－２ 転倒評価 

 

（中略） 

 

表－３９－３ 吊上げシャフトの耐震性評価 

 

（中略） 

 

表－３９－４ クレーンの耐震性評価 

 

（中略） 

 

2.2.3. 廃スラッジ一時保管施設 

(1)構造強度評価 

スラッジ貯槽について，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した（表－４０）。 

 

（中略） 

 

表－４０ スラッジ貯槽板厚評価結果 

 

（中略） 

 

(2)耐震性評価 

a. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程に準拠して評価を行った結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認した

（表－４１）。 

 

（中略） 

 

表－４１ スラッジ貯槽の基礎ボルトの強度評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.4. 第二セシウム吸着装置 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設） 

(1)耐震性評価 

同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）の耐震性評価は，機器質量及び据付面からの重心

までの距離が大きい TYPE-B により評価する。 

a. 転倒評価 

 

（中略） 

 

評価に用いた数値を表－４２－１に示す。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による

安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－４２－２）。 

 

（中略） 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－４０－１ 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）転倒評価結果数値根拠 

 

（中略） 

 

b.滑動評価 

同時吸着塔を格納する架台は，基礎ボルトにて固定していることから基礎ボルトに作用するせん断

荷重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日

本建築学会：各種合成構造設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づ

き次式を用いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－４０－

２）。 

 

（中略） 

 

表－４０－２ 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）耐震評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.5.配管等 

(1)構造強度評価 

a. 配管（鋼製） 

 

（中略） 

 

また，配管の主要仕様から設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価に用いた数値を表

－４１－１に示す。評価の結果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表－４１－２）。 

 

（中略） 

 

表－４１－１ 配管構造強度評価の計算根拠 

 

（中略） 

 

表－４１－２ 配管構造強度評価結果 

 

（以下，省略） 

 

 

表－４２－１ 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）転倒評価結果数値根拠 

 

（中略） 

 

b.滑動評価 

同時吸着塔を格納する架台は，基礎ボルトにて固定していることから基礎ボルトに作用するせん断

荷重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日

本建築学会：各種合成構造設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づ

き次式を用いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－４２－

２）。 

 

（中略） 

 

表－４２－２ 同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）耐震評価結果 

 

（中略） 

 

2.2.5.配管等 

(1)構造強度評価 

a. 配管（鋼製） 

 

（中略） 

 

また，配管の主要仕様から設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価に用いた数値を表

－４３－１に示す。評価の結果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表－４３－２）。 

 

（中略） 

 

表－４３－１ 配管構造強度評価の計算根拠 

 

（中略） 

 

表－４３－２ 配管構造強度評価結果 

 

（以下，省略） 

 

記載の適正化 
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